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第１章　調査の概要

１－１　背景・経緯

　バングラデシュ共和国（以下、「バングラデシュ」と記す）は、人口約1億3,900万人。2005年

の 1 人当たり GNI は 440US ドル。首都であるダッカ首都圏（1,529km2）は、行政、商業、文化

の中心であるが、同国が年率5％を超える順調な経済成長を続けるなか、近年急激に人口が増加

している。その数は2004年において、1,920万人と推定されるが、2024年には現在の倍以上の人

口となることが予想され、同時に1ha当たりの人口密度も23人から 48人に増加することが予測

されている（世界銀行）。

　現在、ダッカ市の都市交通は、自動車、バス、リキシャ等が並存しており、円滑な道路交通の

大きな障害となっている。また経済成長や人口増加により、自動車数は年間約1万台の増加をみ

ており、1994 年の 8 万台から、2003 年には 16 万 6,000 台を数えている。車両等及び人口の増加

に伴い、ダッカ市内の道路交通状況は近年急速に悪化しており、何らかの対策が必要となってい

る。

　係る状況を踏まえ、バングラデシュ政府は、世界銀行とともに調査を実施のうえ、ダッカ首都

圏のための戦略交通計画（STP）を策定した。STPにおいては、包括的な交通計画が作成されて

いるが、特に都市型の交通政策については、2004～2024年を対象期間としたUrban Transportation

Policyとしてまとめられ、①組織体制の確立、②安全管理、③大量輸送交通、④ライセンス管理、

⑤公共交通の再編、⑥環境対策をその優先課題として示している。公表はされていないが、STP

は2008年3月に閣議の最終承認を受けた模様であり、同計画に基づき各ドナーがダッカ市都市交

通改善に向けた支援していくことが想定される。

　バングラデシュ政府はわが国に対し、当該分野における協力を継続して求めており、2006年度

には開発調査「交通マネージメント計画」及び2007年度には開発調査「ダッカ市地下鉄・高架鉄

道建設実証調査」の要請があった。一方、わが国協力を検討するに際しては、STPの詳細を把握

すると同時に、他ドナーの動向、ダッカ都市交通管理における最重点分野の確認、中長期的に改

善すべき実行可能な解決策に係る情報を更に収集することが必要である。本プロジェクト形成調

査においては、右情報収集を行うことにより、今後のわが国支援の方向性及び具体的な協力案件

の検討を行った。

１－２　調査の目的

（1）当該セクター概況の把握：STP の詳細を把握すると同時に、他ドナーの動向、ダッカ都市交

通管理における最重点分野の確認、中長期的に改善すべき実行可能な解決策、支援ニーズに係

る情報を収集する。

（2）支援プログラムの形成：現在のバングラデシュ国別事業実施計画においては、重点目標「経

済成長」、重点セクター「運輸交通」「道路橋梁整備・維持管理プログラム」が設定されている

が、今次調査においては、実現性の高い具体的な協力案件の検討を行ったうえで、ダッカ都市

交通分野におけるプログラム立上げの妥当性、位置づけの検討を行う。

（3）プログラム設定が妥当と判断される場合に、実施妥当性の高い案件について、事業効果、難

易度、緊急性、他ドナーの動向などを踏まえ、ショートリスト化し、その概要をまとめる。
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　本調査は、本邦調査団の調査開始に先行し、JICAバングラデシュ事務所がローカルコンサルタ

ントを傭上する。本邦コンサルタントがローカルコンサルタントの成果品の進捗管理等を技術的

に支援し、又その成果を活用することで調査の効率化を図った。

１－４　調査行程（ローカルコンサルタントも含む）

表１－１　調査日程
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調査内容

・コンサルタント団員バングラデシュ入国

AM 9:30：JICA現地事務所訪問・調査団内打合せ（工程の確認）

PM：現地踏査（BCLスタッフの同行あり）

AM 9:30：BCL Associates Ltd.（ローカルコンサルタント）と打合せ
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・団内打合せ
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・ダッカ市東北部の現地踏査
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AM 11:00：運輸省（MOC）訪問・協議

PM 2:00：DTCB訪問・協議

PM 3:40：ダッカ市役所（DCC）訪問・協議

AM 10:30：バングラデシュ工科大学（BUET）訪問・協議

PM 3:00：アジア開発銀行（ADB）訪問・協議

PM 3:50：世界銀行ダッカ事務所訪問・協議

現地踏査

AM 10:00：測量局（SOB）訪問・情報収集

AM 8:30：JICA現地事務所訪問・調査結果報告

AM 10:00：BCL Associates Ltd. と打合せ

PM 3:00：在ダッカ日本大使館訪問・調査結果報告

バングラデシュ出国

帰　国

3月 /
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１－５　主要面談者

〈バングラデシュ関係機関〉　

（1）MOC

Mr. Md. Mahbubur Rahman Secretary

Dr. Mohammad Mohiuddin Abdullah Deputy Chief

Mr. Md. Liakot Ali Senior Assistant Chief

（2）DTCB

Mr. Abu Bakar Md. Shahiahan Executive Director

Dr. Salehuddin Addlin Executive Director

（3）DCC（Traffic Engineering Division）

Col. Md. Ashfakul Islam Chief Engineer, Traffic Engineering Division

Eng. Syed Qudratullh Superintending, Eng., Traffic Engineering Division

（4）SOB

Mr. Md. Zulfikar Haider Assistant Surveyor General

（5）世界銀行（The World Bank）

Mr. Mohi Uz Zaman Quazi Senior Transport Engineer South Asia Region South

Asia Region

Mr. T.K.Barua Social Scientist (Consultant) South Asia Region South

Asia Region

（6）ADB

Mr. Stefan Ekelund Head Transport Bangladesh Resident Mission

Mr. Md. Rafiqul Islam Project Implementation Officer Bangladesh Resident

Mission

（7）BUET

Alamgir Mojibul Hoque Professor, Department of Civil Engineering

Md. Shamsul Hoque Professor, Department of Civil Engineering

〈日本関係機関〉　

（1）在ダッカ日本大使館（Embassy of Japan in Bangladesh）

井上　正幸 特命全権大使

榊原　佳広 一等書記官

吉田　明美 一等書記官
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（2）国際協力銀行（Japan Bank For International Cooperation）ダッカ駐在員事務所

藤田　安男 Chief Representative

小林　信行 Infrastructure Expert Representative Office in Dhaka

（3）独立行政法人国際協力機構　バングラデシュ事務所

萱島　信子 Resident Representative Bangladesh Office

長　英一郎 Additional Resident Representative

江原　啓二 Deputy Resident Representative

Mr. Zulifiker Ali Deputy Director

栗原　敏弘 JICA Expert (Road and Bridge Maintenance Adviser)

１－６　協議結果の概要

　今回の調査では、STP の作成に関与した機関を中心に協議を行った。

　バングラデシュ政府機関としては、MOC、DCC、DTCB等を訪問した。いずれもダッカの都市

交通問題の解決に前向きな姿勢がみられたが、他機関の動向をあまり把握していないなど、関係

機関同士の連携の難しさも垣間みられた。BUETは、技術的観点からの情報収集と意見交換のた

めに訪問した。一定の技術力は備えている様子であり、政府機関へも人材を多数輩出している等、

潜在的な協力のパートナーとみなされる。また、ドナーについては、世界銀行と ADB を訪問し

た。いずれも、具体的な行動を起こすのは、バングラデシュ政府側からのアプローチがあってか

らとの見解であった。インフラの大型案件を支援し得るドナーとしては、中国があり得るが、今

回は中国に関する情報を集めていない。将来的には、中国の動向にも留意する必要がある。

　バングラデシュ政府機関とドナーとの協議の内容については、付属資料の各面談記録を参照願

いたい。

　日本側関係者とは、現地調査の中間で適宜情報共有と意見交換を行った。最後に、在ダッカ日

本大使館を訪問して現地調査の結果を報告し、支援の方向性に関し了解を得た。

　なお、STP の作成を米国のコンサルタント会社とともに担った現地のコンサルタント会社

（BCL）を、現地調査団員として今次調査に加えた。STPの報告書では詳述されていない作成のプ

ロセスを把握し、また、補足調査を効率的に実施することが可能となった。
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DMA

10.7

7.5

306

350

DMDPA

12.0

8.5

1,528

79

ダッカ市

6.7

4.7

145

462

人口（100万人）

割合（％）

面 積 (km2)

人口密度（人 /ha）

（2）社会経済

1）人　口

　　2006 年の DMA と GDA 内の人口はそれぞれ 1,070 万人、1,900 万人で、全国の人口の

7.5％、13.4％を占めている。

　　人口密度は全国では 10 人 /ha であるが、GDA 内では 26 人 /ha、DMA では 350 人 /ha と

高く、過密状態にある。

2）国内総生産（GDP）

　　2006年度のバングラデシュの実質GDPは 2兆 8,490億タカ（Tk）（約400 億USドル）、

1人当たりGDPは 431US ドル（2005 年）、又実質経済成長率は6.5％ （2006 年）である。

　　GDP の内訳は、サービス業が 49％、工・建設業が 29％、農林水産業が 22％となってい

る（2006 年）。　（出典：外務省ホームページ）

２－１－２　交通需要の変化

（1）交通需要予測方法の概要

1）市街化地区計画（UTP）モデルの概要

　　STP 調査では、DMA 中の土地利用に応じた将来の交通需要を予測し、将来の交通開発

戦略を検討するため、UTPモデルが構築された。

　　UTP モデルの主な特徴は以下のとおりである。

・使用ソフトウェア ：EMME/2

・UTP モデルの予測範囲 ：GDA 内

・TAZ（交通分析ゾーン）数 ：230 ゾーン

　（DCC 内 154、DCC を除くダッカ県 19、ダッカ県を除く GDA44、域外 13）

・交通機関（旅客）：

　徒歩、自家用車両（自転車、バイク、乗用車）、公共交通〔リキシャ、オートリキシャ、

タクシー、バングラデシュ道路交通公社（BRTC）バス、民間バス、高速バス交通（BRT）、

地下鉄建設（MRT）、送迎バス、鉄道、内水運〕

・交通機関（貨物） ：手押し車、リキシャ、オートリキシャ、各種トラック

・交通目的（旅客） ：通勤、通学、その他買い物等、業務

・OD 表 ：平日日平均車種別 OD 表、人ベース OD 表

ピーク OD 表〔ピーク率を 6.25％（車）、10％（公共交

通）として算出〕

表２－１　人口、面積、人口密度

GDA

19.0

13.4

7,440

26

全　国

142.0

-

147,570

10

出典：STPレポート、Dhaka Now 2006
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　　構築された UTP モデルでは、以下の分析が可能である。

・現況の都市交通とその問題点

・代替シナリオ将来交通需要とその問題点

・整備すべき道路や交通システムの抽出

・抽出された道路や交通システムの評価

2）現況 OD 表作成方法

　　STP調査では各種交通調査が実施されているが、そのうち現況OD表作成に直接関連す

る調査は、①～③の調査である。このうちOD 表を作成する際に最も重要な調査は、①世

帯インタビュー調査である。これら3つの調査結果を用いてデータ処理を行うことで、現

況 OD 表が作成されている。

　　（ただし、作成された現況 OD 表とそれから得られる交通分析結果は、STP の報告書には

記載されていない）

①　世帯インタビュー調査

　この調査は、無作為に抽出された世帯に対し、現況OD表作成に必要な情報となる

世帯の一般情報（家族数、収入、自家用車両の有無等）と各個人の行動情報（誰が、

どこから、どこへ、何の目的で、何の交通機関を使って移動したか）を収集するため

に実施された。

・DMAは90区からなっており、2001年の人口は約800万人であった。このうち20区、

2万6,300世帯のなかから5,000世帯と、スラム街から800世帯が無作為に抽出され、

インタビュー調査が実施された。

・5,772 世帯、2 万 7,000 人分の有効サンプルが得られた。

・DMA 内の抽出率は、0.3％（=2 万 7,000 人 /800 万人）であった。

②　スクリーンライン調査

　スクリーンライン調査とは、対象地域を2分するような線上で通過する交通の全数

調査を行う調査であり、作成中の現況 OD 表の補正を行うために利用する。

　STP 調査では、DMA を東西に横切るスクリーンライン 2 本と、南北に横切るスク

リーンライン 1 本が設定され、交通量カウント調査が実施された。

③　コードンライン調査、路側 OD インタビュー調査

　コードンライン調査とは、調査地域を囲む線（コードンライン）を出入りする交通

を把握するために行う調査である。STP調査ではDMAを囲む線を内部コードンライ

ン、GDAを囲む線を外部コードンラインと設定し、これらコードンラインを通過する

交通量をカウントするとともに、特に外部コードンラインを通過する交通の一部に路

側 OD インタビュー調査を実施し、現況 OD 表の一部とした。

3）交通需要予測方法

　　UTPモデルは、一般的な4段階推定法を用いて交通需要予測が行われるように構築され

ている。なお各段階で用いられる予測式のパラメータは、現況OD表と社会経済指標等を

用いて推計されている。

①　発生・集中量予測

　1段階目では、交通分析ゾーンからどれだけの交通が発生・集中するかを予測する。

UTPモデルに将来の社会経済指標を代入することで、将来の発生・集中量が予測され
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る。

②　分布交通量予測

　2 段階目では、交通分析ゾーン間でどれだけの交通が移動するかを、交通目的別に

予測する。UTPモデルに①で予測された将来の発生・集中量とゾーン間距離を代入す

ることで、将来の交通目的別 OD 表が作成される。

③　交通機関分担

　3段階目では、②で予測された将来のゾーン間交通が交通目的別・ODトリップ別に

どの交通機関で移動するかを予測する。

④　配分計算

　4 段階目では、③で予測された将来の交通機関別ゾーン間交通が、どの道路・路線

を通過するかを算出するかを予測する。

4）UTP モデルから出力される主な内容

　　UTP モデルから出力される将来（2014/2024 年）のシナリオ別結果の内容は以下のとお

りである。

・評価指数（総トリップ数、人 /km、人 / 時、台 /km、台 / 時、平均速度）

・バスルートごと・リンクごとの乗客数

・大量交通機関（BRT、MRT）の駅間別乗客数

・道路リンクごとの車種別台数

・公共交通機関の乗り換え需要

（2） 社会経済指標の変化

1）現　況

　　2004 年における GDA 内の人口は 1,920 万人である。内訳をみると、ダッカ県が最も多

く 980 万人、次いでナラヤンガンジ県の240 万人、ガジプール県の 215 万人の順となって

いる。人口密度は GDA 内では 26 人 /ha であるが、ダッカ県では 67 人 /ha と高く、全国平

均と比べると 7 倍以上にもなっている。2001 ～ 2004 年までの人口増加率は、ダッカ県で

年 4.3％と他県と比べて高い伸び率となっている。

　　県別地域総生産（GRDP）をみると、ダッカ県が最も多く 3,540 億 Tk と、全国の GDP

の 15％、GDA 内の GRDP の 63％を占めている。1 人当たりの GDP でも、ダッカ県では

870US ドルと、全国平均の 360US ドルの 2.4 倍にもなっている。





－ 12 －

出典：STPレポート　Exhibit 2-8, 2-9より作成

と予測されていることを考慮して、県別の人口増加率を設定している（表２－３参照）。

3）将来人口

　　2014 年と 2024 年の県別人口予測結果は表２－３のとおりである。GDA のなかで 2024

年の人口が最も多い県はダッカ県で、2004 年時の人口の約2倍の 1,980万人、人口密度は

135 人 /ha に達する。次いでナラヤンガンジ県では人口は 520 万人、人口密度は 68 人 /ha

になる。

　　バングラデシュ全体の 2024 年の人口は、現況の 1.2 倍になるのに対し、GDA 内の人口

は 1.9 倍の 3,590 万人になる。

表２－３　将来の人口予測結果

人　口

密　度

（人 /ha）

67

12

10

15

32

18

26

9

人口増加率

2005～ 2014

（％）

3.74

2.23

1.74

2.47

3.67

2.62

3.45

1.20

人　口

（万人）

980

215

138

139

240

207

1,920

13,557

県

Dhaka

Gazipur

Manikganj

Munshiganj

Narayanganj

Narsinghdi

GDA計

全　国

人　口

（万人）

1,415

268

164

178

344

268

2,636

15,274

人　口

密　度

（人 /ha）

97

15

12

19

45

23

35

10

2004年 2014年

人口増加率

2015～ 2024

（％）

3.43

2.37

1.66

2.29

4.12

2.45

3.15

1.00

人　口

（万人）

1,983

338

193

223

515

341

3,593

16,872

人　口

密　度

（人 /ha）

135

19

14

23

68

30

48

11

伸び率

2024/

2004

2.0

1.6

1.4

1.6

2.1

1.6

1.9

1.2

2024年

4）交通分析ゾーン別人口

　　交通分析ゾーン別人口は、3）で推計された将来の県別人口を、土地利用シナリオ（４

パターン）別にそれぞれ分割して作成している。

0 = base line

1 = LUS1, Strong Central Spine Scenario

2 = LUS2, Regional Growth Centers Scenario

3 = LUS3, Northern Dispersal Scenario

5）交通分析ゾーン別雇用者数、学生数

　　現況では交通分析ゾーン別雇用者数を示す統計データは存在しないものの、輸出加工区

のような雇用者が集中する地区の雇用者数は入手できたこと、又学校への入学者数も得ら

れたことから、これらを用いて交通分析ゾーン別雇用者数や学生数を設定している。
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（3）交通需要の変化

1）シナリオ別評価結果

　　現況（2004 年）の状況と、2024 年のベースケース及び BRT3 本と MRT3 本、道路をあ

る程度整備する 2b ケース（STP のシナリオ）の 2 つのシナリオの場合に、GDA 内の交通

がどのように変化するかを表２－４に示す。

　　なお、STP においては、道路、公共交通機関（地下鉄及び BRT）の組み合わせによる10

本のシナリオバリエーションがあるが、財政上の制約なども考慮され、また、道路、公共

交通機関と想定され得る解決手段を網羅している 2b を評価対象として取り上げる。

　　ピーク時の人の移動数は、2004年の67万人から161～165万人へと約2.5倍増加する。

このため道路の混雑は一層激しくなり、もし何も交通対策を行わないベースケースの場

合、平均速度は公共交通で現況の 13km/h から 5km/h へと、乗用車では 17km/h から 7km/

h へと、ほぼ歩行速度と同等まで減少し、交通マヒが著しくなり、社会経済活動に悪影響

を及ぼすことが予想される。

　　一方、2b のケースが実施されると、公共交通の利用者は、人・Km ベースで現況の 2.8

表２－４　シナリオ別評価結果の比較

2004年

544,200[82%]

122,500[18%]

666,700[100%]

-

4,233,000

-

1,264,000

5,497,000

328,000

75,000

403,000

101,200

-

12.9

17.0

13.6

2024年
ケース名

人 /ピーク時

公共交通

乗用車

計

2004年に対する倍率

人・km（/ピーク時）

公共交通

2004年に対する倍率

乗用車

計

人・時（/ピーク時）

公共交通

乗用車

計

台 /ピーク時

乗用車

2004年に対する倍率

平均旅行速度（km/h）

公共交通

乗用車

計

ベースケース

1,295,000[81%]

311,100[19%]

1,606,100[100%]

2.4倍

8,355,000

2.0倍

3,291,000

11,646,000

1,594,000

490,000

2,084,000

257,200

2.5倍

5.2

6.7

5.6

2b

1,367,400[83%]

285,000[17%]

1,652,400[100%]

2.5倍

11,922,000

2.8倍

2,796,000

14,718,000

658,000

250,000

908,000

235,500

2.3倍

18.1

11.2

16.2

出典：BCLレポート　Table 3.6
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